第４回信託研修会

新信託に関する税務

2008.12.25

船戸　明

【1】 前回のおさらい


　　　　　　　　　　　信託財産を委託　　　　　　　　信託財産からの利益を分配

　　　　　　　　　　　　　　　信託財産を運用・管理・処分
【2】 信託に関する税務総論

（1） 根本的な発想　＝　租税回避の防止

（2） 所得課税と資産課税
（3） 誰に課税するか？　←　①委託者、②受託者、③受益者(財産権と受益権の分離)

（4） いつ課税するか？　←　①信託設定時、②信託収益発生時、③信託収益分配時

【3】 信託の税務あらまし

（1） 法人税・所得税

1 概要【資料１】
	体系
	受託者
	受益者等

	受益者等課税信託
	課税なし
	発生時課税

	集団投資信託
	課税なし
	分配時課税

	法人課税信託
	法人税課税
	分配時課税


· 実質所得者課税　→　受益者等課税信託が原則

· この他に「退職年金等信託」「特定公益信託」あり。

2 受益者等課税信託

《原則》信託導管論（パススルー課税）

《条文》

《制限》信託損失に対する適正化　＝　租税回避防止

●所得税（損失の繰越不可）（措置法41の4の2①）
組合事業又は信託から生ずる不動産所得を有する場合においてその年分の不動産所得の金額の計算上当該組合事業又は信託による不動産所得の損失の金額として政令で定める金額があるときは、当該損失の金額に相当する金額は、同法第２６条第２項及び第６９条第１項の規定その他の所得税に関する法令の規定の適用については、生じなかつたものとみなす。
●法人税（損失の損金不算入）（措置法67の12①）
　法人が特定受益者に該当する場合で、かつ、当該信託につきその債務を弁済する責任の限度が実質的に信託財産の価額とされている場合その他の政令で定める場合には、当該法人の当該事業年度の組合等損失額（当該法人の当該組合事業又は当該信託による損失の額として政令で定める金額をいう。以下この項において同じ。）のうち当該信託の信託財産の帳簿価額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額を超える部分の金額に相当する金額（第３項第４号において「組合等損失超過額」という。）は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。
●法人税（損失の繰越は可能）（措置法67の12②）
確定申告書等を提出する法人が、各事業年度において組合等損失超過合計額を有する場合には、当該組合等損失超過合計額のうち当該事業年度の当該法人の信託（当該組合等損失超過合計額に係るものに限る。）による利益の額として政令で定める金額に達するまでの金額は、当該事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入する。
3 集団投資信託

《対象》　特定受益証券発行信託、合同運用信託、一定の投資信託

《受託者》課税されない　→（受託者法人の場合）資産、負債、収益、費用はないものとみなす

《受益者》有価証券としての課税関係

●利子所得

合同運用信託、公社債投資信託、公募公社債等運用信託

●配当所得



　上記以外

4 法人課税信託

《対象》　特定受益証券発行信託以外の受益証券発行信託、受益者等の存在しない信託、法人が委託者となる一定の信託、集団投資信託以外の投資信託、特定目的信託

《規定》　特別の規定ではなく、一定の調整規定を置くのみ

5 信託税制改正のあらまし【資料２】
（2） 相続税・贈与税

1 概要

	体系
	
	委託者
	受託者
	受益者等

	原則
	効力発生時
	(受益者が法人、委託者が個人であれば)

譲渡所得課税
	課税なし
	贈与税･相続税

	受益者連続型信託
	受益者等になった時
	(受益者が法人、委託者が個人であれば)

譲渡所得課税
	課税なし
	贈与税･相続税

	受益者が存在しない信託
	効力発生時
	譲渡所得課税
	(所得)法人税

(受贈益)法人税

(財産移転)贈与税・相続税※
	－


· 受益者等となる者が委託者の親族である場合の、法人税率(40%)と相続税率(50%)の差を利用した租税回避防止

《原則》　実質所得者課税の原則

《条文》　

2 受益者連続型信託

《条文》　

《評価》　

· 財産価額一定とすると、年数経過する毎に収益受益権は逓減、元本受益権は逓増
《事例》　

· 土地（評価1億円）を信託、その他の財産2億円、相続人1人

· 受託者は20年の借地で土地活用し、年間400万円賃料を授受

· 元本受益権を長男に贈与し、相続時精算課税を利用

· 収益受益権は自分に保持

　

　　　　　　↓　10年後に相続が発生



3 受益者の定めのない信託（親族が受益者等となる場合）

《二つの租税回避防止》　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 信託財産　　

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1年後に受益権発生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


《条文》　
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受託者(子)





委託者(親)





不存在





（信託設定時に未出生であれば）贈与税





【上記信託を設定していた場合】


1.設定時（1.5%、20年の複利現価率で計算）


収益受益権　68,676


元本受益権　31,324


　　　　→(31,324-25,000)*20%=1,264


2.10年後


　　　　収益受益権　36,888


　　　（元本受益権）63,112


　　　→((36,888+31,324+200,000)


-60,000)*40%-17,000　=　66,284


3.税負担


　　　66,284　-　1,264　=　65,020








【何もしていなかった場合】


(300,000 - 60,000)*40% - 17,000 =


79,000 





第９条の５


　受益者等が存しない信託について、当該信託の契約が締結された時その他の時として政令で定める時（以下この条において「契約締結時等」という。）において存しない者が当該信託の受益者等となる場合において、当該信託の受益者等となる者が当該信託の契約締結時等における委託者の親族であるときは、当該存しない者が当該信託の受益者等となる時において、当該信託の受益者等となる者は、当該信託に関する権利を個人から贈与により取得したものとみなす。








第９条の４（受益者等が存しない信託等の特例）


　受益者等が存しない信託の効力が生ずる場合において、当該信託の受益者等となる者が当該信託の委託者の親族として政令で定める者であるとき（当該信託の受益者等となる者が明らかでない場合にあつては、当該信託が終了した場合に当該委託者の親族が当該信託の残余財産の給付を受けることとなるとき）は、当該信託の効力が生ずる時において、当該信託の受託者は、当該委託者から当該信託に関する権利を贈与（当該委託者の死亡に基因して当該信託の効力が生ずる場合にあつては、遺贈）により取得したものとみなす。





●元本受益権　＝　課税時期の信託財産価額　－　収益受益権価額


●収益受益権　＝　信託から得られる収益の現在価値





第９条の３（受益者連続型信託の特例）


　受益者連続型信託に関する権利を受益者が適正な対価を負担せずに取得した場合において、当該受益者連続型信託に関する権利（異なる受益者が性質の異なる受益者連続型信託に係る権利をそれぞれ有している場合にあつては、収益に関する権利が含まれるものに限る。）で当該受益者連続型信託の利益を受ける期間の制限その他の当該受益者連続型信託に関する権利の価値に作用する要因としての制約が付されているものについては、当該制約は、付されていないものとみなす。ただし、当該受益者連続型信託に関する権利を有する者が法人である場合は、この限りでない。








第９条の２（贈与又は遺贈により取得したものとみなす信託に関する権利）


　信託の効力が生じた場合において、適正な対価を負担せずに当該信託の受益者等となる者があるときは、当該信託の効力が生じた時において、当該信託の受益者等となる者は、当該信託に関する権利を当該信託の委託者から贈与（当該委託者の死亡に基因して当該信託の効力が生じた場合には、遺贈）により取得したものとみなす。





所第１３条（信託財産に属する資産及び負債並びに信託財産に帰せられる収益及び費用の帰属）


　信託の受益者（受益者としての権利を現に有するものに限る。）は当該信託の信託財産に属する資産及び負債を有するものとみなし、かつ、当該信託財産に帰せられる収益及び費用は当該受益者の収益及び費用とみなして、この法律の規定を適用する。ただし、集団投資信託、退職年金等信託又は法人課税信託の信託財産に属する資産及び負債並びに当該信託財産に帰せられる収益及び費用については、この限りでない。


↓


法人税法第１２条も全く同じ条文
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受益者
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